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はじめに

　高齢化問題を背景に在宅での介護力不足や止
むを得ぬ住宅事情のため、病院に入院する必要

もない多くの高齢者が、「社会的入院」という
名目で長期間病院に入院するなどにより老人医
療費が膨大化し、将来の医療財政破綻が懸念さ
れていた 1）。このような社会的問題を解消する
為に 2000 年より介護保険が施行された。従来
の高齢者介護の概念であった「家での介護」か
ら社会全体で介護し、高齢者が自分らしく暮ら
し、家族の経済 ･ 体力 ･ 心の負担を軽減するた
めに「みんなで支え合う」という概念に変化し
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要　約：介護老人保健施設の役割は高齢者の自立支援、在宅復帰促進である。しかし、現状では介護
保健施設利用者の平均在所日数は増加傾向にある。さらに、利用者の在宅復帰の割合は、介護保険
施行当初に比べ減少している。介護老人保健施設利用者の日常生活活動が低下、認知症にともなう
BPSD などの問題行動が顕著になると、介護者の在宅受け入れが困難になるという研究もある。在宅
復帰には様々な条件が予測されるが、今回は要介護度、障害者老人の日常生活自立度判定基準 ( 以下、
自立度 )、認知症高齢者の日常生活自立度判定基準 ( 以下、認知度 ) を、医療機関へ移行した利用者
と在宅へ退所した利用者を比較することで、在宅復帰に必要な条件を推察することを目的として検証
した。対象は大阪府内の介護老人保健施設に入所していた利用者 98 名 ( 年齢 86.2 ± 8.3 歳 ) の内、医
療機関（52 名、年齢 86.8 ± 9.2 歳）または在宅（26 名、年齢 83.7 ± 8.3 歳）へ退所した 78 名（年齢
85.8 ± 8.9 歳）とし、対象者の年齢、要介護度、自立度、認知度、入所期間をそれぞれ比較した。結
果は医療機関と在宅への退所において要介護度、自立度、認知度は有意水準 0.1％未満の差がみられ、
在宅へ退所した利用者の方が、要介護度、認知度は低く、自立度は高かった。在宅復帰に関して、自
立度は、身辺動作については概ね自立していることと、介助により外出し、日中はベッドからほとん
ど離れて生活することができる状態、認知度は何らかの認知症を有するが日常生活は家庭内及び社会
的にほぼ自立している状態が条件として必要であると予測される。
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た 2）。高齢者介護を支える介護保険サービスに
は入所サービスの１つとして介護老人保健施設

（以下、老健）が存在し、その主な機能は介護
を必要とする高齢者の自立を支援し、在宅復帰
を促すことであった 3）。
　しかし、介護保険施行時から現在に至るまで
老健入所利用者は増加の傾向だが、介護保険の
理念である「在宅復帰」に関しては介護保険施
行当初に比べて減少し、平均在所日数は増加傾
向にある 4）。
　奥野ら 5）は老健入所中の介護者に対して、在
宅受け入れに影響する要因を調査した。老健入

所者の活動時間を「1 週間」の行動の平均時間
から算出し、認知症の問題行動は DBD スケー
ル （Dementia Behavior Disturbance Scale）を
用いて分析した。その結果、利用者の日常生活
活動が低下し、認知症の問題行動が顕著になる
と、介護者の在宅受け入れが困難になると述べ
ている。
　そこで本研究では、要介護度 6）、自立度 6） 、
認知度 6）などの情報をもとに、医療機関へ移行
した利用者と在宅へ退所した利用者を比較する
ことで、在宅復帰に必要な条件を推察すること
を目的として検証した。

表 1　障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）判定基準 6）と統計処理に用いた評点

表 2　認知症老人の日常生活自立度判定基準 6） と統計処理に用いた評点

評点

1 8

2 7

1 6

2 5

1 4

2 3

1 2

2 1

※自立 9

介助により外出し、日中はほとんどベッドから離れて生活する準寝たきり

J

何らかの障害を有するが、日常生活はほぼ自立しており独力で外出する

寝たきり

外出の頻度が少なく、日中も寝たり起きたりの生活をしている

屋内での生活は何らかの介助を要し、日中もベッド上での生活が主体であるが座

位を保つ

車椅子に移乗し、食事、排泄はベッドから離れて行う

介助により車椅子に移乗する

自力で寝返りをうつ

自力では寝返りもうてない

A

B

C

屋内での生活は概ね自立しているが、介助なしには外出できない

日中ベッドで過ごし、排泄、食事、着替えにおいて介助を要する

判断基準ランク

生活自立 交通機関等を利用して外出する

隣近所へなら外出する

ランク 評点

Ⅲb 8

※無 1

服薬管理ができない、電話の応対や訪問者と

の対応等一人で留守番ができない等
家庭内でも上記Ⅱの症状がみられる

日中を中心として上記Ⅲの状態がみられる

着替え、食事、排便、排尿が上手にできな

い、時間がかかる。やたらに物を口に入れ

る。物を拾い集める、徘徊、失禁、大声、奇

声をあげる、火の不始末、不潔行為、性的異

常行為等

日常生活に支障を来たすような症状･行動や意思疎通の困

難さが見られ、介護を必要とする

著しい精神症状や周辺症状あるいは重篤な身体症状が見

られ、専門医療を必要とする

判断基準

何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会

的にほぼ自立している
Ⅰ

日常生活に支障を来たすような症状･行動や意思疎通の困

難さが多少見られても、誰かが注意していれば自立でき

る

Ⅱ

M

家庭外で上記Ⅱの症状がみられる

夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる

日常生活に支障を来たすような症状･行動や意思疎通の困

難さが頻繁に見られ、常に介護を必要とする

Ⅱa

Ⅱb

Ⅲ

Ⅲa

Ⅳ

6

7

9

10

見られる症状･行動例

2

3

4

5

ランクⅢaに同じ

ランクⅢに同じ

せん妄、妄想、興奮、自傷･他害等の精神症状

や精神症状に起因する周辺症状が継続する状

態等

たびたび道に迷うとか、買物や事務、金銭管

理等それまでにできたことにミスが目立つ等
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対象と方法

　対象は大阪府内の老健（1 施設）に入所して
いた利用者 98 名（年齢 86.2 ± 8.3 歳）の内、
医療機関（52 名、年齢 86.9 歳± 9.2 歳）へ移行、
または在宅（26 名、年齢 83.7 歳± 7.9 歳）へ
退所した 78 名（年齢 85.8 歳± 8.9 歳）とした。
介護老人福祉施設への退所および死亡、その他
の利用者 20 名は、入所時から福祉施設入所待
ちなど明らかに退所先が決まっており、今回の
研究目的である「在宅復帰」という目標から外
れる為に対象から除外した。調査項目は年齢、
要介護度、自立度（表１）、認知度（表２）、入
所期間とした。
　統計処理を行う為に、自立度は自立＝ 9、J1
＝ 8、J2 ＝ 7、A1 ＝ 6、A2 ＝ 5、B1 ＝ 4、B2
＝ 3、C1 ＝ 2、C2 ＝ 1 とし、認知度は無＝ 1、
Ⅰ＝ 2、Ⅱ＝ 3、Ⅱ a ＝ 4、Ⅱ b ＝ 5、Ⅲ＝ 6、
Ⅲ a ＝ 7、Ⅲ b ＝ 8、Ⅳ＝ 9、M ＝ 10 に対応さ
せた。
　年齢、要介護度、自立度、認知度、入所期間
のデータはいずれも正規分布に一致しなかった
ため群間比較をマンホイットニーの u 検定にて
実施した。統計処理には SPSS  Statistics Basic 
Version23 For Windows を使用し、有意水準を
5％未満とした。
　なおこの研究は厚生労働省の疫学研究に関す
る倫理指針 (2002 年 6 月 17 日公布 ) に従うこと
とし、大阪河﨑リハビリテーション大学の倫理
審査の承認済 ( 承認番号 :OKRU26-A219) の予備
的研究である。

結果

　医療機関へ移行した利用者と、在宅へ退所し
た利用者を比較したところ、要介護度、自立度、
認知度について有意水準 0.1％未満にて有意差
がみられ、在宅へ退所した利用者は医療機関へ
移行した利用者と比べて、要介護度、認知度は
低く、自立度は高いということが分かった。な
お、年齢と入所期間については差がなかった（表

3）。

考察

　今回は医療機関へ移行した利用者と在宅へ退
所した利用者の要介護度、自立度、認知度や入所
期間には明らかな違いがあると予測し検証した。
　医療機関へ移行した利用者と在宅へ退所した
利用者を比較したところ、要介護度、自立度、
認知度において差がみられ（p<0.001）、医療機
関へ退所した利用者と比べて、在宅へ退所した
利用者の方が要介護度、認知度においては低く、
自立度については高いということ、つまり、よ
り自立した能力を有していたということが考え
られる。
　医療機関に移行した利用者の自立度中央値

（四分位範囲）は 3（2-4）で自立度 B レベル（表

１）であった。これは、屋内では日常生活に介
助を必要とし、もっぱら車椅子を使用しての生
活と考えられる。認知度中央値（四分位範囲）
は 6（4-7）で認知度Ⅲレベル（表 2）であった。
これは、日常生活に支障を来たすような認知症
の症状や意志疎通の困難さが見られる状態であ

表 3　医療機関へ退所した利用者と在宅へ退所した利用者の状況
年齢 ( 歳 ) 要介護度 自立度 認知度 入所期間 ( 日 )

医療機関（n=52） 86.9 ± 9.2 4(3-5) 3(2-4) 7(4-7) 325.1 ± 394.9
在宅　　（n=26） 83.7 ± 7.9 2(2-3) 6(4-6) 2(2-4) 94.3 ± 146.8

差 ns p<0.001 p<0.001 p<0.001 ns
※要介護度、自立度、認知度については中央値 ( 四分位範囲 ) を記載
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る。
　対して、在宅に退所した利用者の自立度中央
値（四分位範囲）は 6（4-6）で自立度Ａレベル（表

１）であった。屋内での日常生活は概ね自立し
ているが、介助により外出し、日中はベッドか
らほとんど離れて生活する。また、認知度中央
値（四分位範囲）は 2（2-4）であり、認知度Ⅰ
レベル（表 2）を意味する。これは、何らかの
認知症を有するが日常生活は家庭内及び社会的
にほぼ自立している状態である。
　つまり、在宅復帰できるかどうかについて、
まず医療機関へ移行しなければならないような
疾病を有する状態ではないことが前提となる
が、そうではない場合、自立度は、身辺動作に
ついては概ね自立していること、介助により外
出し、日中はベッドからほとんど離れて生活す
ることができる。認知度は何らかの認知症を有
するが日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立
している状態が条件として必要であると予測さ
れる。
　在宅復帰に関して、九津見ら 7）は在宅退所と
在宅外退所の２群に分け、年齢、要介護度、自
立度、認知度、BI 合計、入所期間を比較し、認
知度と入所期間に差が認められた（p<0.01）と
述べている。今回の研究では九津見ら 7）の研
究における認知度の結果を支持することとなっ
た。但し、今回の研究は1施設のみの調査であり、
施設固有の特徴でもある可能性があり、一般化
して解釈することは困難である。よって今後は
他施設での調査も必要と考えられる。
　重森ら 8）はコミュニティにおける通所リハ利
用者、老健入所者およびその他の高齢者の運動
機能の相違を明らかにすることを目的とした調
査を行い、老健入所者の運動機能が有意に低い
と述べている。さらに奥野ら 9）は施設での臥床
傾向が続くと廃用症候群により心身機能が低下
し、施設内での日常生活活動も低下するとも述
べている。これら諸家の報告からも読み取れる

ように、施設内での日常生活活動の能力が高い
ほど良好な転帰が期待できることは本研究にお
いても確認できた。
　入所期間について今回は差が認められなかっ
た。以前は老健退所の際に「在宅」か「施設」
といった二者択一的な選択しかなかったが、近
年は選択肢が増えつつある。短期間で退所した
場合であっても、在宅では在宅介護サービスの
利用などで家族の負担を軽減したり、認知症（対
応型）グループホーム、サービス付高齢者専用
住宅、ケアハウス、有料老人ホームなどの新し
いサービスを活用することで入所期間を短縮す
ることが可能であろう。
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